
（平成２１年２月１２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 17 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 21 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 12 件

年金記録確認京都地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

京都国民年金 事案 928  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年７月から同年９月までの期間、

48 年７月から同年９月までの期間及び 49 年１月から同年３月までの期

間の国民年金保険料については、納付していたものと認められるので、

納付記録を訂正することが必要である。   

     

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

  住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間  ： ① 昭和 38 年５月から 39 年５月まで 

           ② 昭和 40 年４月から 42 年２月まで 

           ③ 昭和 47 年７月から同年９月まで 

           ④ 昭和 48 年７月から同年９月まで 

           ⑤ 昭和 49 年１月から同年８月まで 

    私の年金記録については、以前、社会保険事務所で確認したところ、

昭和42年３月から５年間程が記録漏れしていたことが判明し統合され

たが、それ以前の期間は納付が確認できなかった。父親が、年金の大

切さを言っており、私の分も払っていてくれたと思う。婚姻後は元夫

が一緒に払っており、未納が有るのは納得できない。領収証等は無い

が、改めて調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間③及び④については、申立期間はそれぞれ３か月と短期間で

ある上、申立期間の前後の国民年金保険料は納付されている。また、申

立期間⑤のうち、昭和 49 年１月から同年３月までの期間については、申

立人の保険料を一緒に納付していたとしている申立人の元夫は当該期間

の保険料を納付済みであることから、申立人の元夫が当該期間の保険料

を納付していたとみても不自然ではない。 

 ２ 一方、申立期間のうち①及び②については、申立人は、当時、Ａ市Ｂ

区で申立人の父親が国民年金保険料を納付してくれていたと主張してい

るが、申立人の父親が保険料を納付したことを示す関連資料(家計簿、確



                      

  

定申告書等)が無く、申立人自身は国民年金の加入手続、保険料の納付に

関与しておらず、保険料の納付状況等が不明である上、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   また、申立人の国民年金保険料納付の前提となる国民年金手帳記号番

号は、昭和 43 年５月ごろＣ県Ｄ区で払い出されており、手帳記号番号払

出簿には資格取得日は 42 年３月 27 日と記載されていることから、申立

人は、申立期間①及び②については、国民年金に未加入期間となるため、

保険料を納付することはできなかったものと考えられる。 

   さらに、申立人には、昭和 54 年１月にＡ市Ｂ区でも払い出された国民

年金手帳記号番号が有り、この時点では国民年金被保険者資格取得日は、

申立人が 20 歳となった 38 年Ｅ月Ｆ日であったことが社会保険庁のオン

ライン記録により確認でき、この時点では、申立期間は既に時効により

保険料を納付することはできず、当該期間の保険料を納付するには、特

例納付によることとなるが、申立人からは、さかのぼって納付したとの

主張は無い。 

 ３ 申立期間⑤のうち、昭和49年４月から同年８月までの期間については、

申立人の元夫が自身の国民年金保険料と一緒に申立人の保険料を納付し

たことを示す関連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、申立人自身は国

民年金保険料の納付に関与しておらず、保険料の納付状況等が不明であ

る上、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号はＣ県Ｄ区において払い出され

ているが、当該手帳記号番号払出簿の備考欄には「不在 49」の記載が有

ることから、同区においては、昭和 49 年度から申立人の居所を把握でき

なくなっていたことが推認できる上、申立人の保険料を一緒に納付して

いたとする申立人の夫は、昭和 49 年４月 29 日に国民年金被保険者資格

を喪失していることが確認でき、申立人の申立期間の保険料については

納付されなかったとみるのが自然である。 

 ４ 申立人について、婚姻前の氏名を含む複数の読み方で検索しても該当

者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

 ５ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち、

昭和 47 年７月から同年９月までの期間、48 年７月から同年９月までの

期間及び 49 年１月から同年３月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められる。 



                      

  

京都国民年金 事案 929 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年１月から同年８月までの期間、

51 年４月から同年６月までの期間及び 52 年４月から 53 年３月までの期

間の国民年金保険料については、納付していたものと認められることか

ら、納付記録を訂正する必要がある。 
 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年１月から同年８月まで 

             ② 昭和 39 年２月から 51 年６月まで 

             ③ 昭和 52 年４月から 53 年３月まで 

昭和 39 年２月の婚姻を機に、夫が私の国民年金の加入手続を一緒に

行い、国民年金保険料の納付を開始した。当時、私は、夫と二人分の

国民年金保険料を納付していた記憶が有り、社会保険庁の記録では、

私だけ未納とされていることには、納得できないので記録の訂正をし

てほしい。 

また、国民年金保険料の納付記録の照会に対する平成 19 年 11 月 28

日付けのＡ社会保険事務所の回答では、私が昭和 55 年６月 30 日に特

例納付により納付した申立期間①については、「厚生年金保険期間と重

複していることが判明しましたので、後日、保険料を還付させていた

だきます。また、これによって加入月数が８月減ることになります。」

との回答を受けたが、今になって還付など到底納得できない。保険料

の払戻しなどしてもらう必要は無いので、納付済みの期間とすべきで

ある。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、申立期間①については、申立人が平成 19 年７月に国

民年金保険料納付記録の照会申出を行うまでは、申立人は第３回目の特



                      

  

例納付によって昭和 55 年６月 30 日に保険料を納付したことが社会保険

事務所が保管する特殊台帳でも確認できるが、Ａ社会保険事務所は調査

の結果、申立期間①は、本来国民年金に加入することができない厚生年

金保険の被保険者期間であることが判明したため、平成 19 年 12 月 28 日

付けで国民年金の被保険者資格取得日を昭和 39 年１月 26 日に記録訂正

するとともに、申立期間①の保険料は平成 20 年２月 15 日に還付してい

る。 

しかし、行政側により適正に作成された納付書により申立人が申立期

間①の国民年金保険料を納付し、これが長期間国庫歳入金として扱われ

ていたことは明らかである上、申立期間①の保険料を納付していたと長

年確信していた申立人の心情に鑑みれば、上記の社会保険事務所の措置

は信義則に反することなどの事情を含めて総合的に判断すると、申立人

は、申立期間①の保険料を納付していたものと認められる。 

さらに、申立期間②のうち、昭和 51 年４月から同年６月までの期間及

び申立期間③については、申立人の国民年金手帳記号番号は 53 年８月に

払い出されており、このころに申立人は国民年金の加入手続を行ったと

推認でき、申立期間当時、Ｂ市では、国民年金に加入した場合、さかのぼ

って納付することが可能な過年度分の国民年金保険料についても、納付する

よう勧奨するのが通例であり、申立人は、同年 10 月 16 日に、51 年７月

から 52年３月までの保険料を過年度納付していることが確認できるとと

もに、社会保険事務所が保管する特殊台帳には、昭和 52 年度の摘要欄に

過年度保険料納付の申出が有ったため発行されたものと考えられる「納

付書」の押印があることが確認できることから、申立人は申立期間②の

うち、昭和 51 年４月から同年６月までの期間及び申立期間③の保険料を

納付書により納付したとみても不自然ではない。 

一方、申立期間②のうち、昭和 39 年２月から 51 年３月までの期間に

ついては、申立人が国民年金の加入手続を行った時点では、既に時効に

より国民年金保険料を納付できない期間であり、これを納付するには特

例納付によることとなるが、申立人からは、申立期間①の期間を除き、

特例納付したとの主張は無い。 

また、申立人は、昭和 39 年２月の婚姻を機に、申立人の夫が一緒に国

民年金の加入手続を行い、国民年金保険料の納付を開始したとしている

が、申立人の国民年金手帳記号番号の払出しは53年８月であるのに対し、

夫の国民年金手帳記号番号の払出しは 36 年９月であることが確認でき、

申立人の申立内容は不自然である。 

さらに、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したことを示す関



                      

  

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人につ

いて、婚姻前の氏名を含め、複数の読み方で検索したが、該当者はおら

ず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も存しない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 38 年１月から同年８月までの期間、51 年４月から同年６月まで

の期間及び 52 年４月から 53 年３月までの期間の国民年金保険料を納付

していたものと認められる。 



                      

  

京都国民年金 事案 930 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年４月から 39 年３月まで 

         ② 昭和 53 年１月から同年３月まで 

    私は、昭和 36 年後半に国民年金手帳を受け取り、集金人が国民年金

保険料を徴収に来たが、国民年金手帳が見当たらず、保険料を納付す

ることができなかった。そのため、38 年４月からは、集金人に現金で

保険料を納付し領収書をもらった記憶が有る。 

また、昭和 53 年１月から同年３月までは、国民年金保険料を納付で

きなかった事情は無かったので、保険料が未納になっていることには

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間のうち、②昭和 53 年１月から同年３月までについては、申立

期間が３か月と短期間であるとともに、申立人は、申立期間①以降の国

民年金加入期間について、申立人の妻と一緒に申立期間②を除き 60 歳に

なるまで国民年金保険料をすべて納付しており、申立人夫婦の納付意識

は高かったものと考えられる。 

 また、社会保険事務所が保管する特殊台帳には、申立期間に対応する

昭和 52 年度の摘要欄に、申立人から、国民年金保険料納付の申出が有っ

たため発行されたものと考えられる「納付書」の押印が有ることが確認

できることから、申立人は、この納付書により申立期間の保険料を納付

したものとみても不自然ではない。 



                      

  

 一方、申立期間のうち、①昭和 38 年４月から 39 年３月までについて

は、申立人は国民年金手帳を紛失していたため、集金人に現金で国民年

金保険料を納付し、領収書を受領したと主張しているが、当時、Ａ市で

は現年度保険料については、領収書の発行は行っておらず、国民年金手

帳に印紙を 貼
ちょう

付し検認印を押印していたことが確認できるなど、申立内

容は不自然である。 

 また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人の氏名につ

いて、複数の読み方で検索したが該当者はおらず、別の国民年金手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 



                      

  

京都国民年金 事案 931 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年４月から 39 年３月まで 

② 昭和 53 年１月から同年３月まで 

    私は、昭和 36 年後半に国民年金手帳を受け取り、集金人が国民年金

保険料を徴収に来たが、国民年金手帳が見当たらず、保険料を納付す

ることができなかった。そのため、38 年４月からは、集金人に現金で

保険料を納付し領収書をもらった記憶が有る。 

また、昭和 53 年１月から同年３月までは、国民年金保険料を納付で

きなかった事情は無かったので、保険料が未納になっていることには

納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、②昭和 53 年１月から同年３月までについては、申立

期間は３か月と短期間であるとともに、申立人は、申立期間①以降の国

民年金加入期間について、申立人の夫と一緒に申立期間②を除き 60 歳に

なるまで国民年金保険料をすべて納付しており、申立人夫婦の納付意識

は高かったものと考えられる。 

また、社会保険事務所が保管する特殊台帳には、申立期間に対応する

昭和 52 年度の摘要欄に、申立人から、国民年金保険料納付の申出が有っ

たため発行されたものと考えられる「納付書」の押印が有ることが確認

できることから、申立人は、この納付書により申立期間の保険料を納付

したものとみても不自然ではない。 



                      

  

一方、申立期間のうち、①昭和 38 年４月から 39 年３月までについて

は、申立人は国民年金手帳を紛失していたため、集金人に現金で国民年

金保険料を納付し、領収書を受領したと主張しているが、当時、Ａ市で

は現年度保険料については、領収書の発行は行っておらず、国民年金手

帳に印紙を 貼
ちょう

付し検認印を押印していたことが確認できるなど、申立内

容は不自然である。 

また、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、

婚姻前の氏名を含め、複数の読み方で検索したが該当者はおらず、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存

しない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 53 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたも

のと認められる。 



                      

  

京都国民年金 事案 932 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成元年 12 月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年 12 月 

私は、当時、大学生で一人で生活していた。国民年金保険料は両親

に納付するよう言われていたので、20 歳から納付していた。申立ての

１か月のみ未納とされるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間は、１か月と短期間であるとともに、申立人は、国民年金加

入期間について、申立期間を除き、国民年金保険料をすべて納付してい

ることが確認できるなど、申立人の納付意識は高かったものと考えられ

る。 

 また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出しは、前後の被保険者の

記号番号から、平成３年３月ごろと確認でき、申立人は、このころに国

民年金に加入したものと推認され、この時点では、申立期間の国民年金

保険料を納付するには過年度納付により納付することとなるが、社会保

険事務所は、未納保険料が有る場合、納付書を発行して納付勧奨してい

たことが確認できることから、申立人は、申立期間の納付書を受け取っ

ていたものと考えられるとともに、申立人は、申立期間直前の元年６月

から同年11月までの期間及び申立期間直後の２年１月から同年５月まで

の期間の保険料を過年度納付していることが確認できることから、申立

期間のみを未納のまま放置していたとは考え難い。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

京都国民年金 事案 933 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、昭和 43 年１月から 45 年３月までの期間、47 年４月及び同

年５月の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

        生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

        住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年１月から 45 年３月まで 

             ② 昭和 47 年４月及び同年５月 

    私は、昭和 45 年ごろ母に勧められ国民年金に加入し、母が加入手続

を行い、国民年金保険料を納付してくれた。その際、国民年金手帳を

すぐに交付してもらえなかったため、領収書をもらった記憶が有る。

その後、国民年金手帳をもらってからは、60 歳ぐらいの足の悪い集金

人に３か月ごとに納付し、国民年金手帳に印を押してもらっていた。 

    また、さかのぼって納付できることをＡ市の広報で知ったので、未

納となっていた昭和 43 年１月からの国民年金保険料として２万 5,000

円ほどを納付した。未納とされていることに納得できないため調査し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金保険料をすべて納付しているとと

もに、平成 12 年４月から 60 歳になるまで保険料を前納しているなど、

保険料の納付意識は高かったものと考えられる。 

また、申立期間のうち、①昭和 43 年１月から 45 年３月までについて

は、申立人は、さかのぼって国民年金保険料を納付できることをＡ市の

広報で知ったので、Ｂ区Ｃ出張所で国民年金に加入し、さかのぼって２

万 5,000 円ほどの保険料を納付したとしており、申立人の国民年金手帳

記号番号は、47 年７月に払い出されていること、及び申立人が所持する



                      

  

国民年金手帳の発行日が同年６月 20 日であることから、申立人は、この

ころに国民年金の加入手続を行ったものと考えられ、ⅰ）この当時、第

１回目の特例納付が実施されていた時期であること、ⅱ）Ａ市が発行し

ている「Ｄ誌」の同年５月号に特例納付の記事が掲載されていることも

確認できること、ⅲ）申立人が、納付したとする保険料額は、過年度を

含め申立期間の保険料を納付した場合の金額と、おおむね一致している

ことから、申立内容は具体的であり、申立内容に不自然さはみられない。 
さらに、申立期間のうち、②昭和 47 年４月及び同年５月の国民年金保

険料については、申立人が国民年金の加入手続を行った時点では、現年

度保険料として納付することが可能である上、加入手続を行った際、申

立期間の保険料を納付し領収書をもらったとしている申立内容は、当時

のＢ区Ｃ出張所における、国民年金の加入届受付事務及び保険料の収納

事務の取扱いと一致していることが確認できることから、申立内容と符

合する。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

京都国民年金 事案 934  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和51年１月から同年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 51 年１月から同年３月まで 

 私は、昭和 48 年３月、国民年金に任意加入し、51 年４月に国民年金

任意被保険者資格喪失届をＡ県Ｂ市役所に提出し、資格喪失するまで

国民年金保険料を納付した。申立期間について保険料が未納となって

いるが、当時、２歳であった長男を乳母車に乗せ、Ｃ銀行Ｄ支店で納

付書により約 3,000 円の保険料を納付したと記憶している。 

 申立期間が未納になっているのは納得できないので、改めて調査し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間は３か月と短期間であるとともに、申立人は、国民年金に任

意加入して以降、申立期間を除き、国民年金加入期間について、国民年

金保険料をすべて納付しているなど、申立人の納付意識は高かったもの

と考えられる。 

 また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、Ｃ銀行Ｄ支店

で 3,000 円ほどの保険料を納付したとしており、これは申立期間の保険

料額とおおむね一致する上、申立人は、Ｂ市の保管する被保険者台帳か

ら申立期間直後の昭和 51 年４月 30 日に国民年金任意被保険者資格喪失

届を提出していることが確認でき、その当時、同市では、保険料の未納

期間が有った場合、納付書を発行し納付勧奨することが確認されている

ことから、同喪失届を提出した際、納付書の発行を受けた申立人が申立



                      

  

期間の保険料を納付したものと考えても不自然ではない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

京都国民年金 事案 935 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料につい 

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正するこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 37 年３月まで   

    私たち夫婦は、国民年金制度が開始された昭和 36 年に、Ａ区役所か

ら加入勧奨に来たので国民年金の加入手続を行い、それ以降、国民年

金保険料を納付している。また、申立期間の保険料は、同区役所から

係員が集金に来て保険料を納付した際、国民年金手帳に検認印はもら

っていないが領収書をもらった記憶が有る。昭和 36 年度だけ未納にな

っているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間以降の国民年金加入期間について、60 歳に到達す

るまで国民年金保険料をすべて納付しており、保険料の納付意識は高か

ったものと考えられる。 

 また、申立人夫婦が納付したとする国民年金保険料額は、申立期間の

保険料額と一致している上、申立期間当時の保険料の納付状況等に関す

る記憶が具体的であり、申立内容は基本的に信用できる。 

 さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金制度発足当初の

昭和 36 年９月に夫婦連番で払い出されており、申立人夫婦は、このころ

に国民年金の加入手続を行ったものと推認でき、Ｂ市では、37 年９月か

ら集金人制度を実施していることが確認できる上、当時は、厚生省(当時)

の通達に基づき、市町村において過年度の国民年金保険料を徴収するこ

とが可能とされていた時期でもあったことから、保険料を集金人に納付



                      

  

したとする申立内容に不自然さはみられない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間につ

いて国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

京都国民年金 事案 936 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料につい 

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正するこ

とが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 37 年３月まで   

    私たち夫婦は、国民年金制度が開始された昭和 36 年に、Ａ区役所か

ら加入勧奨に来たので国民年金の加入手続を行い、それ以降、国民年

金保険料を納付している。また、申立期間の保険料は、同区役所から

係員が集金に来て保険料を納付した際、国民年金手帳に検認印はもら

っていないが領収書をもらった記憶が有る。昭和 36 年度だけ未納にな

っているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、申立期間以降の国民年金加入期間について、厚生年金保険

から国民年金に切り替わった昭和 61 年３月分を除き、60 歳に到達するま

で国民年金保険料をすべて納付しており、保険料の納付意識は高かった

ものと考えられる。 

 また、申立人夫婦が納付したとする国民年金保険料額は、申立期間の

保険料額と一致している上、申立期間当時の保険料の納付状況等に関す

る記憶が具体的であり、申立内容は基本的に信用できる。 

 さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金制度発足当初の

昭和 36 年９月に夫婦連番で払い出されており、申立人夫婦は、このころ

に国民年金の加入手続を行ったものと推認でき、Ｂ市では、37 年９月か

ら集金人制度を実施していることが確認できる上、当時は、厚生省(当時)

の通達に基づき、市町村において過年度納付分の国民年金保険料を徴収



                      

  

することが可能とされていた時期でもあったことから、保険料を集金人

に納付したとする申立内容に不自然さはみられない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間につ

いて国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

京都厚生年金 事案 523  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、申立期間①及び②について、厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人のＡ株式会社における資格取得日に係る記録を昭和39年９月１日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 3,000 円、資格喪失日に係る

記録を 40 年５月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円

とすることが必要である。 

  なお、申立期間①については、事業主が申立人に係る申立期間の厚生

年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでない

と認められ、申立期間②については、事業主は、申立人に係る申立期間

の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

     

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 39 年９月１日から同年 10 月 19 日まで 

② 昭和 40 年４月 30 日から同年５月１日まで 

③ 昭和 41 年５月 28 日から同年６月１日まで 

    Ａ株式会社に昭和 39 年９月１日から 40 年４月 30 日まで勤務し、39

年９月分及び40年４月分の給与明細書では厚生年金保険料が控除され

ているのに、社会保険事務所の厚生年金保険被保険者記録は、39 年 10

月から 40 年３月と記録されている。 

    また、Ｂ株式会社に昭和 40 年５月から 41 年５月 31 日まで勤務し、

41 年５月分の給与明細書では厚生年金保険料が控除されているのに、

社会保険事務所の厚生年金保険被保険者記録は、40 年５月から 41 年４

月と記録されている。以上のことから、全申立期間について、厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 



                      

  

１ 申立期間①及び②について、申立人は、両申立期間に係る昭和 39 年９

月から 40 年４月までの全ての給与明細書を保管しており、同明細書によ

ると、申立期間を含めてすべての期間において、厚生年金保険料が控除

されていることが確認できる。 

  また、申立期間①については、39 年９月以降の給与明細書から、同年

９月から継続して勤務していたことが認められる。さらに、申立期間②

については、同年９月１日から 40 年４月 30 日まで勤務していたとする

申立人の主張について、申立人から提出されている 39 年９月の給与明細

書及び 40 年４月の給与明細書を他の月の給与明細書と比較したところ、

諸手当について、同額が支給されており、同年４月 30 日までの勤務が推

認され、同日は当時のカレンダーによると金曜日であり申立人の主張は

合理性がある。 

  これらを総合的に判断すると、申立人がＡ株式会社に昭和 39 年９月１

日から 40 年４月 30 日まで勤務し、両申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

２ 申立期間①の標準報酬月額については、昭和 39 年９月の給与明細書か

ら、３万 3,000 円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、Ａ株式会社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ており、事業主の所在も不明であり、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

３ 申立期間②の標準報酬月額について、昭和 40 年４月の給与明細書及び

同年３月の社会保険庁の記録から、３万 6,000 円とすることが妥当であ

る。 

  なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主が資格喪失日を昭和 40 年５月１日と届け出たにもかかわらず、社

会保険事務所がこれを同年４月30日と誤って記録することは考え難いこ

とから、その結果、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年４月の保険料について納入の告知

を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後

に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していな



                      

  

いと認められる。 

４  申立期間③について、申立人は、申立期間の給与明細書を保管してお

り、同給与明細書には、厚生年金保険料が控除されていることから、申

立期間において厚生年金保険被保険者であったと主張しているが、申立

人の申立期間に係る勤務実態や厚生年金保険の適用について事業主に照

会したところ、申立てに係る事実を確認できる人事記録や賃金台帳等の

資料は保管されておらず、申立期間当時の関係者もいない上、同僚等も

所在が確認できないため、申立期間に係る昭和 41 年５月 31 日までの勤

務実態を確認することはできない。 

  また、申立てに係る雇用保険の記録では、申立人が昭和 41 年５月 27

日に離職しており社会保険事務所の記録と一致することから事業主は社

会保険事務所の記録どおりの厚生年金保険の資格喪失届を行ったことが

推認できる。 

  このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 524 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち平成８年 10 月から 12 年９月までについて、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月

額に係る記録を平成８年 10 月から 10 年４月までの期間は 26 万円、同年

５月から 12 年９月までの期間は 22 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る平成８年 10 月から 12 年９月までの期

間の厚生年金保険料(訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。) を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年 10 月１日から平成 12 年９月 30 日まで 

    昭和 58 年８月 10 日から平成 12 年 12 月４日までＡ有限会社に勤務

したが、昭和 61 年ころから実際に受け取っていた給与額に較べて、標

準報酬月額が著しく違うので、確認してほしい。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

 社会保険庁の記録によると、申立人の申立期間のうち平成８年 10 月か

ら 12 年９月の期間における標準報酬月額は、９万 2,000 円と記録されて

いるが、８年 10 月から 10 年４月までの標準報酬月額については、同年

９月 21 日付けで８年８月 27 日に遡及
そきゅう

して 26 万円から９万 2,000 円に訂

正され、10 年５月から同年９月までの標準報酬月額については、同年９

月 21 日付けで同年５月 25 日に遡及
そきゅう

して 22 万円から９万 2,000 円に訂正

され、同年 10 月から 12 年９月の期間における標準報酬月額については、

10年 10月１日及び 11年 10月１日の標準報酬算定基礎届出で決定されて

いることが確認できる。 

 また、社会保険庁に記録されているＡ有限会社に係る厚生年金保険被



                      

  

保険者記録を確認したところ、平成 12 年 12 月５日の全喪時に資格を喪

失した８人の標準報酬月額は、申立人と同様に 10 年９月 21 日付けで遡及
そきゅう

して訂正されたことが確認でき、同人を含む 17 人の標準報酬月額は、申

立人と同様に10年５月の標準報酬月額変更届以降においては、９万2,000

円で届出されている。 

 さらに、Ａ有限会社において、申立人と同一の職種(運転手)、同一の

勤務形態(常勤)で勤務していた同僚から提出された平成 10年１月から同

年６月分及び同年 11 月分、同年 12 月分の給与明細によると、標準報酬

月額 24 万円に基づく厚生年金保険料２万 820 円が控除されているにもか

かわらず、社会保険庁の記録によると８年 10 月から 10 年５月において

は、同同僚についても標準報酬月額は遡及
そきゅう

して９万 2,000 円に訂正され、

10 年５月の標準報酬月額変更届以降においては、９万 2,000 円で届出さ

れている。 

 これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間のうち、平成８年 10

月から 10 年４月までの期間は、その主張する標準報酬月額(26 万円)、ま

た、同年５月から 12 年９月までの期間は、その主張する標準報酬月額(22

万円)に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

 したがって、当該期間の標準報酬月額については、申立人における社

会保険庁の記録及び同僚の給与明細において確認できる保険料控除額か

ら、平成８年 10 月から 10 年４月までの期間は 26 万円、同年５月から 12

年９月までの期間は 22 万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

同僚の給与明細書において確認できる報酬月額又は保険料控除額に相当

する標準報酬月額と社会保険事務所で記録されている標準報酬月額が申

立期間において一致していないと認められることから、事業主は、同給

与明細書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標準報酬月額

を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合

う保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の

告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、当該保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  一方、昭和 61 年 10 月１日から平成８年９月 30 日までの期間について

は、社会保険事務所の厚生年金保険被保険者名簿において、訂正等不自

然な処理を行った形跡はみられず、当該事業所及び申立人が当該事業所

の倒産時の管財人であったと供述する法律事務所に照会しても、申立人



                      

  

の給与から控除されている厚生年金保険料が、社会保険庁の標準報酬月

額の記録と異なった金額が控除されていた事実は確認できなかったため、

申立てに係る事実を確認することはできない。 

 このほか、申立内容を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に主張する標準報酬

月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 525 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格

喪失日に係る記録を昭和 64 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 36 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年 12 月 31 日から 64 年１月１日まで 

    私は、昭和 54 年 11 月から平成 13 年２月までの期間、株式会社Ａ（現

在は株式会社Ｂ。）に継続して勤務したが、社会保険事務所に照会した

ところ、申立期間について厚生年金保険被保険者記録が無い旨の回答

を受けた。 

    しかし、私は、申立期間の給与明細書を所持しており、これには厚

生年金保険料が控除されていたことが記載されているので、当該期間

も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、給与明細書の記載及び複数の元役員の供述から、申

立人が株式会社Ａに昭和 63 年 12 月 31 日から 64 年１月１日までの期間

においても勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 63 年 11 月の社会保

険庁の記録及び同年 12 月分の給与明細書の記載から、36 万円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、



                      

  

事業主は、控除した保険料を預かり金として処理し、その翌月に納付し

ており、保管する申立期間の納入告知書の記載からも、納付の事実が確

認できると主張しているが、当該資料からは申立人に係る申立期間の保

険料が納付された事実を確認することができないほか、事業主が資格喪

失日を昭和 64 年１月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所が

これを 63 年 12 月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、事業

主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保

険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申立人に

係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

京都厚生年金 事案 526 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち昭和 39 年４月から同年 10 月までの厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立人の株式会社Ａにおける資格取得日に係る記録を同年４月１

日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を同年４月から同年６月までを１

万 2,000 円、同年７月から同年 10 月までを１万 4,000 円とすることが必

要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

     申 立 期 間 ： 昭和 39 年３月 21 日から同年 10 月 31 日まで 

私は、昭和 39 年３月 21 日に株式会社Ａに入社、平成７年６月 22 日

に退社するまで継続して勤務していた。昭和 39 年４月から同年 10 月

まで給与から厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、年金

記録は同年 11 月に被保険者資格を取得したことになっている。申立期

間の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び申立人が所持する給与明細書の記載から、申立人が

申立期間において株式会社Ａに継続して勤務していたことは認められ、申

立期間における同給与明細書の厚生年金保険料の控除の方法から推定す

ると、当月控除であると考えられるため、申立期間のうち昭和 39 年４月

１日から同年 10月 31日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人が所持する給与明細

書に記載されている厚生年金保険料の控除額から、昭和 39 年４月から同



                      

  

年６月までを１万 2,000 円とし、同年７月から同年 10 月までを１万 4,000

円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、株式会社Ａは既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、事業主は既に死亡し、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務

所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 527 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ株式会社(現在は株式会社Ｂ。

以下同じ。)に係る申立期間①の同社Ｃ工場における資格取得日に係る記録

を昭和 21 年２月 13 日、資格喪失日に係る記録を同年７月１日、Ａ株式会社

における資格喪失日に係る記録を、同年２月 13 日に訂正し、申立期間①の

標準報酬月額を同年２月及び同年３月は 130 円、同年４月は 390 円、同年５

月及び同年６月は 360 円とすることが必要である。また、申立期間②の同社

Ｄ工場における資格取得日に係る記録を 24 年 12 月１日、資格喪失日に係る

記録を 26 年 10 月１日とし、申立期間②の標準報酬月額を 24 年 12 月から

26 年９月まで 8,000 円とすることが必要である。さらに、申立期間③の同

社Ｅ工場における資格喪失日に係る記録を、36 年４月１日と訂正し、申立

期間③の同年３月の標準報酬月額を３万 6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 21 年２月１日から同年６月 30 日まで 

               （Ａ株式会社Ｃ工場） 

                          ② 昭和 24 年 12 月１日から 26 年９月 30 日まで 

               （Ａ株式会社Ｄ工場） 

                          ③ 昭和 36 年３月 31 日 

               （Ａ株式会社Ｅ工場） 

昭和 18 年４月にＡ株式会社に入社し、48 年３月に子会社のＦ株式会

社に転籍するまで継続して勤務していたが、①Ｃ工場に勤務した 21 年

２月１日から同年６月 30 日まで、②Ｄ工場に工場長として勤務した 24

年 12 月１日から 26 年９月 30 日まで、③Ｅ工場からＧ支社に転勤した



                      

  

36 年３月 31 日の記録が空白となっている。Ａ株式会社に終身雇用で勤

務していたので全期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

 １ Ａ株式会社Ｃ工場に係る申立期間①については、同社の財務・経理業務を

担当する同社の子会社株式会社Ｈに保管されている「労働者名簿」及び複数

の同僚の供述から判断すると、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和 21

年２月 13 日にＡ株式会社から同社Ｃ工場に異動し、同年７月１日に同社

Ｃ工場から同社Ｉ工場に異動）、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、Ａ株式会社Ｃ工場に係る申立期間①の標準報酬月額については、申

立期間における申立事業所の厚生年金保険被保険者名簿の同僚の標準報酬

月額の記録から、昭和 21 年２月及び同年３月は 130 円、同年４月は 390 円、

同年５月及び同年６月は 360 円とすることが妥当である。 

 ２ Ａ株式会社Ｄ工場に係る申立期間②については、「労働者名簿」及び雇用

保険の記録並びに複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、同社に継

続して勤務し（昭和 24 年 12 月１日にＡ株式会社Ｉ工場から同社Ｄ工場

に異動し、26 年 10 月１日に同社Ｄ工場から同社Ｊ支社に異動）、申立期

間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

   また、Ａ株式会社Ｄ工場に係る申立期間②の標準報酬月額については、「労

働者名簿」に記載された当時の賃金額から、昭和 24 年 12 月から 26 年９月

まで 8,000 円とすることが妥当である。 

 ３ Ａ株式会社Ｅ工場に係る申立期間③については、「労働者名簿」及び雇用

保険の記録並びに複数の同僚の供述から判断すると、申立人は、同社に継

続して勤務し（昭和 36 年４月１日にＡ株式会社Ｅ工場から同社Ｇ支社に

異動）、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められる。 

   また、Ａ株式会社Ｅ工場に係る申立期間③の標準報酬月額については、申

立人に係る昭和 36 年２月の社会保険事務所の記録から３万 6,000 円とする

ことが妥当である。 

 ４ なお、Ａ株式会社Ｃ工場に係る申立期間①及び同社Ｄ工場に係る申立期間

②について、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か



                      

  

については、事業主は不明としているが、事業主による申立人に係る厚生年

金保険被保険者資格の取得及び喪失の手続のいずれの機会においても社会

保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主

から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その

結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 21 年２月から同年６月及び、

24 年 12 月から 26 年９月までの保険料について納入の告知を行っておらず

事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 ５ 一方、Ａ株式会社Ｅ工場に係る申立期間③については、事業主から当該

社会保険事務所へ資格の喪失に係る届出が昭和36年４月１日付けで行わ

れたにもかかわらず、社会保険事務所でその日付を同年３月 31 日と誤っ

て記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として

届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保険料の

納入の告知を行っておらず、(社会保険事務所が納入の告知を行ったもの

の、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付し

た場合を含む。)事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



                      

  

京都厚生年金 事案 528 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ支店における資

格取得日に係る記録を昭和 40 年３月 21 日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を３万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月 21 日から同年４月 22 日まで 

私は、Ａ株式会社及び同社の関連会社に昭和32年２月21日に入社以来、

53 年８月 20 日に退社するまで継続して勤務していたが、社会保険庁の記

録によれば、同社から同社の支店であるＢ支店に異動する際、40 年３月

21日から同年４月22日までの期間が厚生年金保険の被保険者となってい

ないので、申立期間を厚生年金保険の加入期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 雇用保険の記録、申立人が保管している給与明細書の記載及び複数の

同僚の供述から判断すると、申立人は、Ａ株式会社に継続して勤務し（昭

和 40 年３月 21 日にＡ株式会社から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社Ｂ支店の昭和

40 年４月の社会保険事務所の厚生年金保険被保険者名簿及び同年４月分

の申立人が保管している給与明細書の記載から、３万円とすることが妥

当である。 

 なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ



                      

  

いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 529 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ株式会社Ｂ工場に係る被保険者記録は、資格取得日が昭和

59 年３月 21 日、資格喪失日が平成元年５月１日とされ、当該期間のうち、

同年４月 30 日から同年５月１日までの期間は、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない

期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該

記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に

関する法律に基づき、申立人の同社Ｂ工場における資格喪失日を同年５

月１日とし、申立期間の標準報酬月額を26万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月 30 日から同年５月１日まで 

    私は、平成元年４月 30 日にＡ株式会社Ｂ工場から株式会社Ｃに転勤

した。厚生年金保険料については、同社Ｂ工場の同年４月分給与及び

株式会社Ｃの同年５月分給与から、それぞれ控除されていたにもかか

わらず、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無い。申立期間に

ついて被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ株式会社Ｂ工場における厚生年金保険の被保険者記録につ

いては、同工場が、申立人の同工場から株式会社Ｃへの転勤時に作成さ

れた「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」を確認の上、

当時の事務処理誤りを理由として、平成元年４月 30 日から同年５月１日

への資格喪失日訂正届を 20 年 10 月４日付けでＤ社会保険事務所に提出



                      

  

し、当該届出に基づき同社会保険事務所は、厚生年金保険の資格喪失日

を元年４月 30 日から同年５月１日に訂正している。ただし、社会保険庁

は、当該訂正においては、保険者により申立人の当該期間に係る保険料

が徴収されていたとは認められないと判断しており、政府が保険料を徴

収する権利は時効により消滅していることから、厚生年金保険法第 75 条

の規定により、当該期間は年金額の計算の基礎となる被保険者期間とは

認められないとしている。 

しかし、雇用保険の加入記録及びＡ株式会社人事本部が保管する申立

人の「64 年個人別給与台帳」から、申立人は、同社及び同社の関連会社

に継続して勤務し（平成元年５月１日に、Ａ株式会社Ｂ工場から株式会

社Ｃに異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により控除されて

いたことが認められることから、当該記録の訂正を取り消し、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立

人の同社Ｂ工場における資格喪失日を平成元年５月１日に訂正し、申立

期間を被保険者期間とすることが必要である。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、平成元年４月の資格

喪失時点における社会保険事務所の記録から、26 万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届における資格喪失日を誤っ

て平成元年４月 30 日として届け出たため、20 年 10 月４日付けで理由書

を添付の上、社会保険事務所に訂正の資格喪失届を提出していることか

ら、正しい届出をしていなかったことを認めており、社会保険事務所は、

申立人に係る元年４月分の保険料について納入の告知を行っておらず

（その後に納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期

間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

京都厚生年金 事案 530  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めら

れることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 17 年６月１日から 20 年８月 26 日まで 

申立期間について、社会保険事務所から脱退手当金は支給済みとの

回答であったが、私は受け取った記憶が無いので調査してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が勤務していたＡ株式会社の被保険者名簿の申立人が記載され

ているページとその前後のページに記載されている男性で、脱退手当金

の受給資格が有る 27 人のうち、25 人の厚生年金保険資格喪失日はすべて

昭和 20 年８月 26 日であり、被保険者名簿に「脱」表示が有る９人につ

いて、被保険者名簿に脱退手当金の支給決定日と考えられる「S22.3.18」

又は「S22.3.19」の記載が有ることから、脱退手当金の請求に関し事業

主の関与が有ったことは否定できないが、申立期間の脱退手当金は、申

立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約１年７か月後の 22 年３月

19 日に支給決定されている上、受給資格が有る他の 18 人については「脱」

表示が無く、オンライン記録にも脱退手当金の支給記録が無いことを踏

まえると、事業主が申立人の委任を受けて代理請求していたとは考え難

い。 

 また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保

険被保険者期間をその計算の基礎とするものであるが、社会保険業務セ

ンターには、申立人について、Ａ株式会社Ｂ製作所の被保険者期間に係

る被保険者台帳とは別に、Ｃ株式会社Ｄ鉱業所Ｄ炭鉱の被保険者期間に



                      

  

係る被保険者台帳が保管されており、当該台帳には、資格取得日が昭和

21 年９月 10 日、資格喪失日が同年 10 月 12 日と記載されていることが確

認でき、申立期間の脱退手当金の支給決定日は 22 年３月 19 日であるこ

とから、申立期間後の被保険者期間についてはその計算の基礎とされて

おらず、未請求となっており、申立人が２回の被保険者期間のうち、申

立期間のみを請求し、支給決定日により近い被保険者期間を失念するこ

とは不自然であり、申立人が脱退手当金を請求したとは考え難い。 

 さらに、上記の脱退手当金の受給資格が有る 27 人のうち、申立人を含

む９人について被保険者名簿に「脱」表示が有り、このうち６人につい

てオンライン記録に脱退手当金の支給記録が無いが、６人のうち、脱退

手当金の支給決定日が厚生年金保険被保険者期間中であり、脱退手当金

の支給要件に該当しない者３人を除く残りの３人については、その理由

は不明であり、脱退手当金の支給に係る記録の管理が適正に行われてい

ない可能性がある。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

京都国民年金 事案 937  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年７月から 53 年 10 月までの期間、55 年４月から 57

年３月までの期間及び 58 年６月から 60 年１月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間  ： ① 昭和 51 年７月から 53 年 10 月まで 

② 昭和 55 年４月から 57 年３月まで 

③ 昭和 58 年６月から 60 年１月まで 

申立期間①については、Ａ県Ｂ区に居住しており、この時は元夫が

厚生年金保険被保険者であったので、任意加入して国民年金保険料を

納付していた。 

申立期間②及び③については、納付時期や納付金額は不明だが、他

界した母親が妹の分と一緒にＣ銀行及びＤ郵便局又はＥ郵便局で国民

年金保険料を納めていたはずなので未納とされるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立人若しくは申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、ほかに申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情は見当たら

ない。 

 ２ 申立期間①昭和 51 年７月から 53 年 10 月までについては、申立人の国

民年金保険料納付の前提となる国民年金手帳記号番号は54年２月に払い

出されており、申立人は、このころに国民年金に加入したものと推認さ

れ、この時点では、申立期間の保険料は一部が時効により納付できない

期間であり、申立期間の保険料を納付するには過年度納付及び特例納付

により納付することとなるが、申立人の国民年金被保険者資格取得日は

53 年 11 月 27 日であることが確認できることから、申立期間は国民年金

に未加入の期間であり、申立人は保険料をさかのぼって納付することが



                      

  

できなかったものと考えられる。 

   また、申立期間②昭和 55 年４月から 57 年３月までについては、申立

人は、申立人の母親が国民年金保険料を納付していたと主張しているが、

申立人自身は保険料の納付に関与していないため保険料の納付時期や納

付金額が不明である上、申立人の母親が一緒に保険料を納付していたと

する申立人の妹も申立期間の保険料が未納であり、申立内容と符合しな

い。 

   さらに、申立期間③昭和 58 年６月から 60 年１月までについては、申

立人は、申立人の母親が国民年金保険料を納付していたと主張している

が、社会保険庁のオンライン記録において、申立期間は保険料の申請免

除期間とされており、Ｆ市の保管する国民年金被保険者収滞納一覧表の

記録とも一致する上、当時、Ｇ県内に居住していた申立人の保険料を、

Ｈ県内に居住していた申立人の母親が納付したとは考え難く、申立内容

は不合理である。 

 ３ 申立人について、婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索しても該当

者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

 ４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

  

京都国民年金 事案 938 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 45 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

             

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 45 年３月まで 

60 歳の時に区役所で「全額納めているので 60 歳で年金をもらうと３

万円ちょっとですが、65 歳からだと７万円と少しもらえますよ。」と言

われたのを覚えている。年金が余りにも少なく、未納期間が有ること

を知った。さかのぼって大金を支払った記憶も有るので、未納とされ

るのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人はさかのぼって多額の国民年金保険料を納付したと主張してい

るが、申立人の保険料納付の前提となる国民年金手帳記号番号は昭和 49

年１月に払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確

認でき、このころに申立人は国民年金に加入したものと考えられ、この

時点では、申立期間は既に時効により納付できない期間であり、申立期

間の保険料を納付するには特例納付によることとなるが、申立人が申立

期間の保険料を特例納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無い上、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

なお、申立人が所持する国民年金手帳から、申立人は昭和 48 年 12 月

20 日に同年４月から 12 月までの現年度保険料を納付するとともに、同年

同月 22 日には、社会保険事務所が保管する領収済通知書により、45 年４

月から 48 年３月までの保険料を過年度納付したことが確認できる。この

納付は、申立人が国民年金老齢基礎年金を受給するために必要な納付期

間である 25 年を満たすために、45 年４月にさかのぼって行われたものと

推認でき、申立人の夫についても、老齢年金受給資格である 24 年を満た



                      

  

すために 40 年 10 月にさかのぼって特例納付及び過年度納付したことが

確認できることから、申立人は、このことと誤認している可能性がうか

がわれる。 

また、申立人は 60 歳の時点において、国民年金保険料を全額納付して

いると区役所で説明されたと主張しているが、申立人は 60 歳で高齢任意

加入していることが確認できることから、この時点では、未納期間が有

ることを認識していたと考えられ、申立内容は矛盾している。 

さらに、申立人について、婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索し

ても該当者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

  

京都国民年金 事案 939 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年３月から 50 年６月までの期間、同年７月から 53 年

３月までの期間及び同年４月から 54 年５月まで期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年３月から 50 年６月まで 

           ② 昭和 50 年７月から 53 年３月まで 

           ③ 昭和 53 年４月から 54 年５月まで 

 昭和 43 年にＡ県Ｂ町で夫と一緒に国民年金に加入して以来、国民年

金保険料の納付を続けてきた。Ｃ市等への転居時も国民年金の手続を

行い保険料を納付してきたので、納付が認められないのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無い上、ほかに保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 ２ 申立期間①、②及び③については、申立人は、申立人の夫の異動に伴

ってＣ市、Ｄ市及びＥ市に居住し、その都度、国民年金の加入手続を行

ったと主張しているが、Ｅ市が保管する被保険者名簿において、昭和 46

年３月２日に喪失した加入資格を 54 年６月 11 日に同市Ｆ区役所におい

て再取得したことが確認でき、申立人の加入資格は任意であることから、

申立期間は国民年金に未加入期間となり、申立人は申立期間の保険料を

納付することができなかったものと考えられる。 

   また、申立期間①及び②については、社会保険事務所が保管する特殊

台帳において、住所が記載されているのは申立期間前に居住していたＧ

県Ｈ市とＥ市のみであり、Ｃ市及びＤ市の記載は無く、これは申立人が

所持する年金手帳の住所欄の記載とも一致し、申立人は両市において国



                      

  

民年金の加入手続を執っていなかったものと考えるのが相当である。 

   さらに、申立期間③については、申立人は昭和 53 年４月にＥ市に転居

し、その時点から国民年金保険料の納付を行ってきたと主張しているが、

同市が保管する被保険者名簿において、「54 年６月９日にＩ県から転入」

と記載されていることから、転居とともに保険料を納付することはでき

なかったとみるのが相当である上、同名簿でも申立期間は未納となって

いることから、申立内容とは符合しない。 

 ３ 申立人について、婚姻前の氏名を含む複数の読み方で検索しても該当

者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

 ４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

  

京都国民年金 事案 940 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年４月から 50 年８月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 43 年４月から 50 年８月まで 

    婚姻後、国民年金に加入し、義父が夫の国民年金保険料と一緒に納

付してきたので、未納とされるのは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人若しくは申立人の義父が申立期間の国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 また、申立人は、婚姻後、申立人の義父が、申立人の夫の国民年金保

険料と一緒に納付してきたと主張しているが、保険料納付の前提となる

申立人の夫の国民年金手帳記号番号は昭和 41 年 12 月にＡ区で払い出さ

れているが、申立人の手帳記号番号は 50 年 10 月にＢ区で払い出されて

いるものであることから、申立人の義父が申立期間の保険料を申立人の

夫と一緒に納付してきたとの申立内容とは符合しない。 

 さらに、申立人の年金手帳には、初めて被保険者になった日が昭和 50

年９月 29 日と記入されていることから、申立人はこのころに国民年金に

加入したものと推認されるが、申立人の加入資格は所持する年金手帳に

おいて任意加入とされており、この時点において申立期間の国民年金保

険料をさかのぼって納付することはできなかったとみるのが相当である。 

 なお、申立期間について、申立人は本来、強制加入期間であり、特例

納付又は過年度納付が可能であるが、申立人からは、さかのぼって納付

したとの主張も無い。 

 加えて、申立人について婚姻前の氏名を含む複数の読み方で検索して

も該当者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこと



                      

  

をうかがわせる事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

  

京都国民年金 事案 941 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 43 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 43 年３月まで 

私は、夫から国民年金には昭和 36 年から一緒に加入し、国民年金保

険料の支払いをしていたと聞き、このことを私の日記にも記載してい

る。納付の記録が無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の夫が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人自身は、国民年金の加入手

続及び保険料の納付に関与しておらず、保険料の納付状況等が不明であ

る上、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

 また、申立人は、申立人の夫が昭和 36 年４月から国民年金保険料を納

付していたと主張しているが、保険料納付の前提となる申立人の国民年

金手帳記号番号は 43 年 11 月に払い出されており、このころに国民年金

の加入手続を行ったものと推認され、この時点では、申立期間の一部は

時効により納付することができず、申立期間の保険料を納付するには過

年度納付及び特例納付によることとなるが、特例納付が実施されていた

時期ではなく、申立人からもさかのぼって納付したとの主張は無い。 

 さらに、申立人は、申立人の夫から昭和 36 年４月から一緒に国民年金

に加入し、国民年金保険料を納付していたと聞き、このことを自分の日

記にも記載していると主張しているが、この日記は、申立人の夫の死亡

後である平成 15 年９月になって記載されたものであるなど、これをもっ

て納付したと推認するに足るだけの資料とみることは困難である上、申

立人の夫は、昭和 39 年４月まで厚生年金保険の被保険者であったことが



                      

  

確認でき、申立内容と符合しない。 

 加えて、申立人について、氏名を複数の読み方で検索しても該当者は

おらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

  

京都国民年金 事案 942 

                     

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年８月から３年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

また、平成３年２月から６年８月までについては、国民年金の第３号

被保険者であると認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 平成２年８月から６年８月まで 

 私は、平成２年８月から３年１月までについては、国民年金保険料

をＡ市Ｂ区役所で納付したにもかかわらず、19 年 12 月に、受給してい

た老齢基礎年金が当該期間の相当分として７万 562 円減額されたこと

は納得できない。 

 また、夫は、平成６年８月までＣ社に勤務していたので、国民年金

の第３号被保険者に該当していると思うため、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間のうち、平成２年８月から３年１月までの国民年金

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が

無い上、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成２年８月から３年１月までの

国民年金保険料を、Ａ市Ｂ区役所で納付したと主張しているが、同市が

保管する国民年金収滞納リストでは、当該期間は第３号被保険者期間と

されており、第３号被保険者から第１号被保険者に種別が修正されたの

は 19 年７月 18 日であることが、社会保険庁のオンライン記録で確認で

き、この時点では、当該期間は既に時効により納付することができない

期間であり、これを納付するには特例納付により納付することとなるが、

特例納付が実施されていた時期でもない上、申立人からは、さかのぼっ

て納付したとの主張も無い。 



                      

  

なお、申立人が受給していた老齢基礎年金が、平成 19 年 12 月に減額

されたのは、上記の資格の修正がされたことにより、国民年金保険料納

付済の月数が減じたことによるものであり、一連の事務処理に不自然さ

はうかがえない。 

さらに、申立期間のうち、平成３年２月から６年８月までについては、

申立人は、３年２月に 60 歳に到達したことにより、国民年金の被保険者

期間を満了している上、国民年金の第３号被保険者の資格は、厚生年金

保険等に加入している配偶者に扶養されている場合であるが、申立人の

夫は、２年Ｄ月に満 65 歳に達したことにより、厚生年金保険の資格を喪

失していることが確認できることから、当該期間は、制度上、国民年金

の第３号被保険者となることはできない。 

加えて、申立人の氏名について、複数の読み方で検索しても該当者は

おらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間のうち、平成２年８月から３年１月まで

の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

また、平成３年２月から６年８月までについては、国民年金の第３号

被保険者であると認めることはできない。 



                      

  

京都国民年金 事案 943 

                     

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年 12 月から 47 年５月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 44 年 12 月から 47 年５月まで 

 私は、昭和 44 年 12 月ごろに、サラリーマンの妻も国民年金に加入

できることを広報で知り、国民年金に加入する手続をＡ区Ｂ出張所で

行った。国民年金保険料額は覚えていないが、60 歳ぐらいの足の悪い

集金人に毎月納め、領収書をもらっていたが、その後は３か月ごとの

集金になり、国民年金手帳に印が押されていた。 

 また、さかのぼって納付できることを知り、その時期に、長女と一

緒に集金人にさかのぼって納付したことも記憶している。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 44 年 12 月ごろに、サラリーマンの妻も国民年金に加

入できると知ったので、Ａ区Ｂ出張所で国民年金の加入手続を行い、国

民年金保険料を納付していたと主張しているが、保険料納付の前提とな

る申立人の国民年金手帳記号番号は、47 年７月に払い出されていること

が確認できることから、申立人は、このころに国民年金の加入手続を行

ったものと考えられる上、申立人の国民年金被保険者資格は、同年６月

20 日任意加入とされており、このことは、申立人が所持する国民年金手

帳においても資格取得日は同日との記載も有ることから、申立期間は未

加入の期間であり、さかのぼって保険料を納付することはできなかった

ものと考えられる。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立人が申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立

人について、婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者は



                      

  

おらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も存しない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

  

京都国民年金 事案 944 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 37 年３月まで 

私たちは昭和 36 年２月に結婚し、Ａ市Ｂ区に居住していた。国民年

金保険料は、結婚後、集金人が勧誘に来たので同年４月から毎月 100

円を集金人に納付した。当時は手帳は無かったので、縦３センチメー

トル横８センチメートルぐらいの領収書を受け取り、集金人からは、

手帳は無いが台帳に記入するので間違いは無いと言われたことを鮮明

に記憶している。当時の領収書は捨ててはいないはずだが、38 年にＣ

市に引っ越しする際に紛失したのではないかと思う。 

なお、夫婦共に昭和 44 年４月及び同年５月は国民年金手帳に検認印

が有るのに未納となっていたが、同手帳を提示し、社会保険事務所で

納付済みと認められた経緯も有る。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人夫婦は、Ａ市Ｂ区に居住していた昭和 36 年４月から国民年金保

険料を納付していたと主張しているが、申立人夫婦の所持する国民年金

手帳には、夫婦共に、「昭和 39 年３月 18 日発行」と記載されており、同

日に同年３月の保険料が納付されていることが確認でき、申立人夫婦は、

このころに国民年金に加入したものと推認され、この時点では、申立期

間の保険料は一部が時効により納付できない期間となり、申立期間の保

険料を納付するには過年度納付及び特例納付により納付することとなる

が、特例納付が実施されていた時期ではない上、申立人からも申立期間

について、さかのぼって納付したとの主張は無い。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告等）が無い上、ほかに申立期間の保険料を



                      

  

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人夫婦は、昭和 36 年４月から 38 年の夏ごろまで国民年

金保険料を、当時居住していたＡ市Ｂ区において、集金人に納付してい

たと主張しているが、申立人夫婦が所持する領収証書から、37 年４月か

ら 38 年１月までの保険料を 39 年５月 28 日に、38 年２月から 39 年２月

までの保険料を 40 年３月 12 日に、それぞれ過年度納付したことが確認

でき、集金人は過年度保険料を取り扱えないことから、申立内容は不自

然である。 
なお、申立人夫婦は、申立人夫婦の所持する国民年金手帳の申立期間

である昭和36年度分は割印によって検認台紙が切り取られているのは納

付した証拠であるとも主張しているが、国民年金手帳の契印は、上記の

国民年金手帳の発行時点で不必要な検認台紙を切り離す際に押印された

ものであり、このことをもって同年度の国民年金保険料が納付されたこ

とを示すものではないものと考えられる。 
加えて、申立人について、氏名を複数の読み方で検索しても該当者は

おらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も見当たらない。 
これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

  

京都国民年金 事案 945 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 37 年３月まで 

私たちは昭和 36 年２月に結婚し、Ａ市Ｂ区に居住していた。国民年

金保険料は、結婚後、集金人が勧誘に来たので同年４月から毎月 100

円を集金人に納付した。当時は手帳は無かったので、縦３センチメー

トル横８センチメートルぐらいの領収書を受け取り、集金人からは、

手帳は無いが台帳に記入するので間違いは無いと言われたことを鮮明

に記憶している。当時の領収書は捨ててはいないはずだが、38 年にＣ

市に引っ越しする際に紛失したのではないかと思う。 

なお、夫婦共に昭和 44 年４月及び同年５月は国民年金手帳に検認印

が有るのに未納となっていたが、同手帳を提示し、社会保険事務所で

納付済みと認められた経緯も有る。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人夫婦は、Ａ市Ｂ区に居住していた昭和 36 年４月から国民年金保

険料を納付していたと主張しているが、申立人夫婦の所持する国民年金

手帳には、夫婦共に、「昭和 39 年３月 18 日発行」と記載されており、同

日に同年３月の保険料が納付されていることが確認でき、申立人夫婦は、

このころに国民年金に加入したものと推認され、この時点では、申立期

間の保険料は一部が時効により納付できない期間となり、申立期間の保

険料を納付するには過年度納付及び特例納付により納付することとなる

が、特例納付が実施されていた時期ではない上、申立人からも申立期間

について、さかのぼって納付したとの主張は無い。 

また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告等）が無い上、ほかに申立期間の保険料を



                      

  

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人夫婦は、昭和 36 年４月から 38 年の夏ごろまで国民年

金保険料を、当時居住していたＡ市Ｂ区において、集金人に納付してい

たと主張しているが、申立人夫婦が所持する領収証書から、37 年４月か

ら 38 年１月までの保険料を 39 年５月 28 日に、38 年２月から 39 年２月

までの保険料を 40 年３月 12 日に、それぞれ過年度納付したことが確認

でき、集金人は過年度保険料を取り扱えないことから、申立内容は不自

然である。 
なお、申立人夫婦は、申立人夫婦の所持する国民年金手帳の申立期間

である昭和36年度分は割印によって検認台紙が切り取られているのは納

付した証拠であるとも主張しているが、国民年金手帳の契印は、上記の

国民年金手帳の発行時点で不必要な検認台紙を切り離す際に押印された

ものであり、このことをもって同年度の国民年金保険料が納付されたこ

とを示すものではないものと考えられる。 
加えて、申立人について、婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索し

ても該当者はおらず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情も見当たらない。 
これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 531  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 22 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年 12 月 14 日から 56 年１月４日まで 

    国民年金被保険者台帳に記載されているとおり、昭和 54 年 12 月 14

日から 56 年１月４日の間は、Ａ市Ｂ町に住んでおり、有限会社Ｃに勤

務していたことは間違いないので、この期間を厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

 複数の同僚の供述及びＤ県Ｅ振興会の保管する検査主任選任届により、

申立人が申立期間に有限会社Ｃに勤務していたことは確認できるが、申

立人は、厚生年金保険料が控除されていたことに関する具体的な記憶を

有しておらず、申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる給与

明細書等の資料は所持していない。 

 また、申立人は、健康保険被保険者証の交付を受けておらず、事業主

が社会保険事務所への届出を怠っていたのではないかと述べている。 

 さらに、社会保険事務所の国民年金被保険者台帳によると、申立人は

Ｆ県Ｇ郡Ｈ村に在住していた昭和 42 年２月 12 日に国民年金に加入し、

その後、申立期間である 54 年 12 月 14 日から 56 年１月４日の間におい

て、Ａ市Ｂ町に住所変更し、申立期間を含む 42 年４月から 56 年 10 月ま

での国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

 加えて、社会保険事務所の保管する有限会社Ｃに係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿において、申立期間に申立人の氏名は記載されてお

らず、健康保険の整理番号の欠番が見られないことから、申立人の記録



                      

  

が欠落したものとは考え難い。 

 また、有限会社Ｃは、既に解散しており、元事業主に照会しても回答

を得られないため、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除に

ついて申立ての事実を確認することはできない。 

 また、申立人の申立期間における雇用保険の記録は無い。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 532 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  ① 平成４年 11 月１日から６年９月 30 日まで 

 ② 平成７年５月１日から同年 12 月 31 日まで 

 ③ 平成８年１月１日から同年５月 31 日まで 

平成４年 11 月１日から６年９月 30 日までの株式会社Ａ、７年５月

１日から同年 12 月 31 日までの株式会社Ｂ及び８年１月から同年５月

の株式会社Ｃで勤務した期間の厚生年金保険被保険者としての記録が

無いが、各々の事業所からの給与の振込が確認できる預金通帳がある

ので、申立期間について被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 全申立期間について、社会保険庁の記録によると、申立人は国民年金

第３号被保険者となっており、申立人も夫が加入する共済組合の被扶養

家族であったと述べているが、制度上同時に２つの年金制度に加入する

ことはできないため、厚生年金保険被保険者であったとする申立人の主

張は不合理である。 

   また、全申立期間において、申立人の雇用保険の被保険者としての記

録は確認できない。 

 ２ 株式会社Ａに係る申立期間①及び株式会社Ｃに係る申立期間③につい

て、両事業所からの給与振込が確認できる預金通帳及び同僚の供述によ

り、申立人が申立期間に同事業所で勤務していたことは推認できるが、

両事業所は既に破産しており、両事業所を含むＤグループの破産管財人

に照会したものの、申立てに係る事実については不明と回答があり、次



                      

  

のことからも申立てに係る事実を確認することはできない。 

（１）申立期間①については、平成５年 10 月に株式会社Ａに入社したと供

述している同僚の同事業所における厚生年金保険資格取得日は、６年

６月 16 日となっており、同事業所においては、必ずしも入社と同時に

厚生年金保険の加入手続を行っていないことがうかがえる。 

（２）申立期間③については、社会保険庁の記録によると、同事業所が厚

生年金保険の適用事業所となった日は、平成９年１月１日であり、そ

れ以前に適用事業所であった記録は確認できない。   

３ 株式会社Ｂに係る申立期間②については、当該事業所からの給与振込

が確認できる預金通帳により、申立期間に同事業所で勤務していたこと

は推認できるが、申立てに係る事業所は既に解散し、元事業主の所在も

不明であることから、申立てに係る事実を確認することはできない。 

４ 社会保険庁の記録によると、申立期間①及び②に係る事業所における

厚生年金保険の記録において、申立人の申立期間における記録は確認で

きない。 

  このほか、申立人の全申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 533 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年４月１日から 29 年２月１日まで 

             ② 昭和 31 年９月 30 日から同年 12 月 18 日まで 

             ③ 昭和 46 年５月５日から 48 年１月６日まで 

             ④ 昭和 48 年９月 21 日から 50 年４月１日まで 

    社会保険事務所に厚生年金保険の加入期間を照会したところ、申立期間

①に係るＡ株式会社Ｂ営業所に勤務した期間、申立期間②に係るＣ株式会

社（現在は、Ｄ株式会社。以下同じ。）に勤務した期間、申立期間③及び

④に係るＥ株式会社に勤務した期間について、厚生年金保険に加入した事

実が無いとの回答であった。申立期間①の期間については、目いっぱい働

き、ある程度高額の給料を受けていたので、加入記録が無いことは理解で

きない。また、申立期間②から④までの期間においても、転職に際しほと

んど間を空ける事無く働いたので、一部期間の記録が無いのは納得できな

い。 

全申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ａ株式会社に係る申立期間①について、同僚の供述から申立人が申立期間

において当該事業所に勤務していたことは推認できるが、上記同僚の供述に

おいても明確な勤務期間は不明である上、申立人自身も正社員になり健康保

険証を受けたのは、運転免許証を取得した昭和 28 年 11 月 17 日より後であ

ると供述していることから、運転免許証取得以前の申立期間については、健



                      

  

康保険及び厚生年金保険の被保険者でなかったことがうかがえる。 

また、申立期間当時Ａ株式会社Ｂ営業所及び同社Ｂ営業所を管轄する同社

Ｆ支店に勤務していた複数の従業員に照会したところ、３人の事務職員が、

「当時申立人は中学生であり、正社員として雇用することは無い。」と供述

していることからも、申立人が厚生年金保険の被保険者であった事実は確認

できない。 

さらに、Ａ株式会社Ｆ支店に照会したが、申立てに係る事実を確認できる

賃金台帳等の資料は保管されていないため、申立人の勤務実態及び厚生年金

保険料が給与から控除されていた事実については確認できない。 

加えて、当該事業所に係る社会保険事務所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿においても、申立期間に申立人の氏名は確認できない。 

２ Ｃ株式会社に係る申立期間②について、申立人が、当該事業所に勤務して

いたことは、複数の同僚の供述から推認できるが、上記複数の同僚の供述に

おいても、申立人の具体的な入社時期については記憶に無いとしているため、

申立期間当時の勤務期間等は確認できない。 

また、当該事業所に照会したところ、申立期間当時の事実を確認できる賃

金台帳等の資料は保管されていないため、厚生年金保険料が給与から控除さ

れていた事実の有無については確認できない。 

３ Ｅ株式会社に係る申立期間③及び④について、当該事業所は既に解散し、

厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間当時の事業主に照

会しても申立てに係る事実を確認できない上、当時、当該事業所の経理を担

当していた税理士に照会しても、申立期間当時の事実を確認できる賃金台帳

等の資料は保管されていないため、申立人の厚生年金保険料が給与から控除

されていた事実は確認できない。 

また、申立人が当該事業所に勤務していたことは、申立期間当時の役員等

の供述から推認できるが、上記役員等の供述においても申立人の勤務期間等

は、明確ではないため、申立期間における勤務実態等は確認できない。 

さらに、社会保険事務所が保管している申立人が厚生年金保険の第４種被

保険者の加入手続の際に社会保険事務所に提出した「理由書」には、「昭和

29 年２月１日から 46 年５月４日まで厚生年金番号はずっと一緒で、その後

新たに48年１月６日から同年９月21日まで勤めた場所で厚生年金番号をも

らった。」と記載されていることから、申立人の当該事業所における厚生年

金保険加入期間が確認できる。 

４ 申立人は、いずれの申立期間についても給与明細書等の厚生年金保険料が

給与から控除されていたことを確認できる資料を所持していない。 

  このほか、申立人の全申立期間における厚生年金保険料の控除につい



                      

  

て確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 534 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年９月６日から 23 年５月３日まで 

私は、Ａ株式会社（現在は、Ｂ株式会社。以下同じ。）に勤務し、終戦

当時はＣ市の支社に出張して仕事を教えていた。戦争が終わってＤ市に戻

ったが、Ｅ国兵が来るということで、兵器などを処分するため終戦後も勤

務していた。昭和 23 年５月３日まで勤務していたことは間違いないので、

申立期間について厚生年金保険被保険者の加入記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社の後継企業であるＢ株式会社に照会したところ、「当時の関連

資料が無いため、申立期間に係る申立人の勤務実態及び給与から厚生年金

保険料を控除したか否かは不明。」と回答しているため、申立人の給与か

ら厚生年金保険料が控除されていた事実を確認することができない。 

また、申立期間当時の同僚に照会しても、申立期間において申立人の

勤務実態を確認することができなかった。 

さらに、社会保険事務所のＡ株式会社に係る厚生年金保険被保険者名簿

には、申立期間において申立人の名前の記載は無く、上記名簿の作成前

の厚生年金保険被保険者台帳においても昭和 19 年１月 16 日に資格取得

し 20 年９月６日付け解雇により資格喪失していることが確認できる。 

加えて、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を当該事業所の事業

主により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料

を所持していない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無



                      

  

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 535 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年４月５日から同年６月 25 日まで 

                 ② 昭和 38 年 10 月 20 日から 39 年４月１日まで 

         ③ 昭和 39 年４月１日から同年 11 月１日まで 

私は昭和 33 年４月５日から同年６月 25 日までＡ社で、38 年 10 月

20 日から 39 年４月１日までＢ株式会社で、同年４月１日から同年 11

月１日まで株式会社Ｃで働いたのに、厚生年金保険の記録が一切無い

ので当該被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ａ社に係る申立期間①において、申立人はＤ県Ｅ市に所在した同事業所に

入社し、Ｆ株式会社Ｇ製作所の構内で、同社Ｇ製作所の下請けの仕事をして

いたと供述しているため、Ｆ株式会社Ｇ製作所の後継事業所であるＦ株式会

社Ｈ事業所に対し照会したが、Ａ社の所在等は確認できなかった。 

また、社会保険庁の記録においても、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所で

あった事実を確認することはできない。 

さらに、申立人はＡ社の事業主及び同僚の氏名等を記憶していないため特

定できず、申立てに係る事実を確認することができない。 

２ Ｂ株式会社に係る申立期間②については、申立人が申立期間②において、

同社で働いていたことについては、申立期間当時の同僚の供述から推認でき

るものの、上記同僚及び申立人の供述においても申立人の勤務期間は明確で

はなく、申立人の正確な勤務実態は確認できない。 

  また、Ｂ株式会社の後継事業所であるＩ株式会社は既に廃業しているため、



                      

  

廃業時の代表者に対し照会したが、申立期間当時の事業主は既に亡くなって

おり、当時の経理担当者の所在も不明であり、関連資料等も保管されていな

いと回答していることから、申立人の勤務実態及び申立人の給与から厚生年

金保険料が控除されていた事実を確認することはできない。 

  さらに、申立期間当時Ｂ株式会社に勤務していた従業員に照会しても申立

てに係る事実を確認するための供述を得ることはできなかった。 

 ３ 株式会社Ｃに係る申立期間③については、申立人が申立期間③において、

同社で働いていたことついては、申立人が事業主および当該事業所の状況を

詳細に記憶していることから、当該事業所で勤務していた可能性はあるが、

申立期間当時の当該事業所で勤務していた複数の従業員の供述においても、

申立人の申立期間における勤務実態は確認できない。 

   また、申立人はＪ部門に出向したと供述しているが、申立期間当時の株式

会社Ｃの管理職は、上記事業は当該事業所の申立期間当時の社長が個人的な

事業として行ったもので、当該事業所及び従業員も関与していないと供述し

ていることから、当該事業所が申立人の厚生年金保険の加入手続を行ってい

なかったことがうかがえる。 

 ４ 申立期間②のＢ株式会社及び申立期間③の株式会社Ｃに係る社会保険事

務所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿においても、申立期間に申立人の

氏名は記載されておらず、健康保険の整理番号が連続しており、欠番も見ら

れないため申立期間において申立人の加入記録が欠落したとは考え難い。 

 ５ 申立人は、いずれの申立期間についても厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持してい

ない。 

このほか、申立人の全申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は無い。 

６ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 536  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年２月９日から同年３月８日まで 

私は、Ａ株式会社に高校卒業前の実習期間から勤務していた記憶があり、

また、私が所持している厚生年金保険被保険者証の資格取得日が昭和 34

年２月９日となっているが、社会保険庁の厚生年金保険被保険者取得日は

同年３月９日となっているので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社が保管していた昭和 34 年度分所得税源泉徴収票兼賃金台帳

（写）によると、申立人が昭和 34 年３月９日に入社し、同年３月分の給

与（労働日数 11 日分）から 34 年２月分の健康保険及び厚生年金保険の

保険料が控除されていないことが確認できることから、申立期間におい

て申立人が勤務していた事実を確認することができない。 

   また、社会保険事務所のＡ株式会社に係る厚生年金保険被保険者台帳払出

番号票及び健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立人に係る厚生

年金保険被保険者の資格取得日は昭和 34 年３月９日と記載されており、上

記事業所が保管していた賃金台帳の入社年月日と一致することから、申立人

が所持している厚生年金保険被保険者証の資格取得日が同年２月９日とな

っていることについては、社会保険事務所において上記被保険者証に印字さ

れている資格取得日を誤って押印したことがうかがえる。 

   さらに、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を当該事業所の事業

主により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料

を所持していない。 



                      

  

   このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無

い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 537 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年 12 月 19 日から 38 年 11 月 20 日まで 

               （Ａ） 

              ② 昭和 30年 12月 19日から 38年 11月 20日まで 

               （Ｂ） 

              ③ 昭和 30年 12月 19日から 38年 11月 20日まで 

               （Ｃ） 

             ④ 昭和 30年 12月 19日から 38年 11月 20日まで 

               （Ｄ又はＥ） 

              ⑤ 昭和 30年 12月 19日から 38年 11月 20日まで 

               （Ｆ） 

              ⑥ 昭和 30年 12月 19日から 38年 11月 20日まで 

               （Ｇ） 

             ⑦ 昭和 30年 12月 19日から 38年 11月 20日まで 

               （Ｈ） 

             ⑧ 昭和 30年 12月 19日から 38年 11月 20日まで 

               （Ｉ） 

              ⑨ 昭和 30年 12月 19日から 38年 11月 20日まで 

               （Ｊ） 

              ⑩ 昭和 47 年８月 22 日から 48 年１月 10 日まで 

               （Ｋ染工） 

私は、昭和 30 年 12 月 19 日から 38 年 11 月 20 日までの間に、Ａ、Ｂ、

Ｃ、Ｄ又はＥ、Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ｉ及びＪという各染工場で働いていたが、そ



                      

  

の間の厚生年金保険の加入記録が無い。各々の事業所で働いた順番、事業

所ごとの勤務期間などの記憶については定かで無いが、働いていたことは

確かである。 

また、昭和 47 年にＬ染工場を辞めた後、Ｍ染工に行くまでの間（昭和

47 年８月 22 日から 48 年１月 10 日まで）はＫ染工に勤めていたが、厚生

年金保険の加入記録が無い。 

全ての申立期間について、厚生年金保険の加入期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ Ｎ市Ｏ区で「Ａ」名を有する染工場に係る申立期間①については、Ａ染工

場（Ｎ市Ｏ区）が社会保険事務所の記録において厚生年金保険の適用事業所

と確認できるが、当該事業所は昭和 30 年４月１日に厚生年金保険の適用事

業所では無くなっていることから、それ以降の申立期間において当該事業所

が厚生年金保険の適用事業所であった事実は確認できない。 

   また、申立期間当時の事業主も不明であり、申立期間当時の関連資料の存

否も不明であるため申立てに係る事実は確認できない。 

   さらに、Ａ染工場の元従業員に照会しても、申立てに係る供述を得ること

はできなかった。 

 ２ Ｎ市Ｐ区においてそれぞれ「Ｂ」名を有する染工場に係る申立期間②、「Ｃ」

名を有する染工場に係る申立期間③、「Ｇ」名を有する染工場に係る申立期

間⑥及び同市Ｑ区内で「Ｆ」名を有する染工場に係る申立期間⑤については、

社会保険庁の記録においては当該事業所が適用事業所であった事実を確認

することはできなかった。 

   また、申立人は事業主、同僚の氏名などを記憶していないため、申立事業

所等を特定することができず、申立てに係る事実を確認することができない 

 ３ Ｎ市Ｐ区で「Ｄ」名を有する染工場に係る申立期間④については、Ｄ染工

場（Ｐ区）が社会保険事務所の記録において厚生年金保険の適用事業所と確

認できるが、当該事業所が新規適用事業所となった日は昭和 51 年８月９日

であることから、それ以前の申立期間において当該事業所が厚生年金保険の

適用事業所であった事実は確認できない。 

   また、Ｄ染工場は昭和54年10月 23日に適用事業所ではなくなっており、

申立期間当時の事業主は既に亡くなっているため、事業主の親族に照会した

が、「申立期間当時の書類は無く、申立人については覚えが無い。」と回答し

ており、申立期間に係る申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除を確認

できる関連資料、周辺事情は確認できない。 



                      

  

   さらに、当該事業所の元従業員に照会しても、申立てに係る事実を確認す

るための供述を得ることもできない。 

   加えて、Ｎ市Ｐ区で「Ｅ」名を有する染工場については、社会保険庁の記

録においては適用事業所であった事実を確認することはできなかった。 

 ４ Ｎ市Ｐ区で「Ｈ」名を有する染工場に係る申立期間⑦については、有限会

社Ｒ（Ｎ市Ｐ区）が社会保険事務所の記録において厚生年金保険の適用事業

所と確認できるが、当該事業所が新規適用事業所となった日は昭和 56 年５

月１日であることから、それ以前の申立期間において当該事業所が厚生年金

保険の適用事業所であった事実は確認できない。 

   また、当該事業所の現在の事業主に照会したところ「申立期間当時の事業

主は既に亡くなっており、書類等は残っていない。申立人の名前も覚えが無

い。」と回答しており、申立期間に係る申立人の勤務実態及び厚生年金保険

料の控除を確認できる関連資料、周辺事情は確認できない。 

 ５ Ｎ市Ｐ区で「Ｉ」名を有する染工場に係る申立期間⑧については、Ｉ染工

場（Ｎ市Ｐ区）が社会保険事務所の記録において、昭和 33 年 12 月１日新規

適用事業所となり 34 年３月１日に適用事業所でなくなっていることが確認

できるが、申立期間当時の事業主は既に亡くなっており、事業主の親族に照

会しても「申立期間当時の書類は残っていない上、申立人については覚えが

無い。」と回答していることから、申立期間に係る申立人の勤務実態及び厚

生年金保険料の控除を確認できる関連資料、周辺事情は確認できない。 

   また、当該事業所の元従業員に照会しても申立てに係る事実を確認するた

めの供述を得ることもできない。 

   さらに、当該事業所に係る社会保険事務所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿においても、申立期間に申立人の氏名は記録されておらず、健康保険

の整理番号が連続しており、欠番も見られないため申立期間において申立人

の加入記録が欠落したとは考え難い。 

 ６ Ｎ市Ｐ区で「Ｊ」名を有する染工場に係る申立期間⑨については、Ｊ染工

場（Ｎ市Ｐ区）が社会保険事務所の記録において、昭和 30 年４月１日新規

適用事業所となり36年５月30日に適用事業所でなくなっていることが確認

できるが、申立期間当時の事業主は既に亡くなっており、関係資料の存否も

不明であることから、申立てに係る事実は確認できない。 

   また、Ｊ染工場の元従業員に照会しても、申立人については記憶しておら

ず、申立てに係る事実は確認できない。 

   さらに、当該事業所に係る社会保険事務所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿においても、申立期間に申立人の氏名は記録されておらず、健康保険

の整理番号が連続しており、欠番も見られないため申立期間において申立人



                      

  

の加入記録が欠落したとは考え難い。 

   加えて、申立期間中に株式会社Ｓの厚生年金保険の加入記録があることか

らみても、申立てについては合理性に欠ける。 

 ７ Ｋ染工に係る申立期間⑩については、申立人がＫ染工で働いていたことに

ついては、申立期間当時の事業主及び同僚の供述から推認できるが、上記事

業主及び同僚の供述においても申立人の勤務期間は明確でなく、申立人の申

立期間における勤務実態は確認できない。 

   また、当該事業所に照会したところ「事業を廃止して 10 年以上になり、

申立期間当時の資料は残っていない。」と回答していることから、申立てに

係る事実は確認できない。 

   さらに、当該事業所に係る社会保険事務所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿においても、申立期間に申立人の氏名は記録されておらず、健康保険

の整理番号が連続しており、欠番も見られないため申立期間において申立人

の加入記録が欠落したとは考え難い。 

   加えて、申立人は申立期間のうち昭和 47 年９月１日から 48 年１月１日ま

での期間について、国民年金保険料の免除申請を行っていることから、47

年９月１日から 48 年１月１日までの期間に係る申立てについては合理性に

欠ける。 

   また、申立人はＫ染工における雇用保険の加入記録において、申立期間外

ではあるが当該事業所において、昭和 45 年６月１日から 47 年３月 31 日ま

で勤務していたことが認められるが、上記期間についても、申立期間当時の

事業主及び同僚の供述においては申立人の勤務実態は明確でなく、申立人の

給与から厚生年金保険料が控除されていた事実は確認できない。 

   さらに、当該事業所に係る社会保険事務所の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿においても、当該期間に申立人の氏名は記録されておらず、健康保険

の整理番号が連続しており、欠番も見られないため当該期間において申立人

の加入記録が欠落したとは考え難い。 

   加えて、昭和 45 年４月１日から 47 年８月１日まで国民年金保険料の免除

申請を行っていることから、45 年４月１日から 47 年８月１日までの期間に

ついて、申立人の給与から厚生年金保険料が控除されていた事実は確認でき

ない。 

 ８ 申立人は、いずれの申立期間についても、申立期間に係る厚生年金保険料

が事業主により控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所

持していない。 

   このほか、申立人の全申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料、周辺事情は無い。 



                      

  

 ９ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 538 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年 11 月１日から 55 年 10 月１日まで 

 私がＡ株式会社に勤務していた申立期間が厚生年金保険被保険者期

間とされていない。自分の記憶としては昭和 43 年７月に入社し、59 年

12 月に退職するまで勤務しており、申立期間を退職しているようなこ

とは無い。申立期間について厚生年金保険の被保険者期間であったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社に照会したところ、同社は当時の関係資料を既に廃棄して

おり、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除の有無について確認

できる資料は無く、申立期間当時の同僚からも申立人の勤務実態等に関

する明確な供述を得ることができなかったため、申立てに係る事実を確

認することができない。 

   また、雇用保険の記録において、申立人は、昭和 54 年 10 月 30 日にＡ

株式会社を退職し、その後 55 年９月８日に再び同事業所において被保険

者となっており、厚生年金保険被保険者資格の喪失日と取得日が同一時

期である上、社会保険事務所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ

ると、同社において最初に厚生年金保険被保険者となった時の年金手帳

記号番号と、その後資格喪失した後に、再度資格取得した時の年金手帳

記号番号が相違していることからも、事業主が社会保険事務所の記録ど

おりに届出を行ったことが推認できる。 

   さらに、申立人は、申立期間に厚生年金保険料が控除されていたこと



                      

  

に関する具体的な記憶を有していない上、給与明細書等、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認で

きる資料を所持していない。 

   加えて、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 539 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

住    所  ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 41 年６月１日から 42 年 12 月 31 日まで 

私は、昭和 41 年３月に大学を卒業し、同年６月から 45 年６月まで

Ａ鉄道Ｂ局のＣ病院（現在は、Ｄ㈱Ｃ病院。）で勤務していた。同病院

勤務期間中は、Ａ鉄道の共済組合に加入しており、同共済組合から健

康保険証の交付を受けていたはずであるが、社会保険庁に移管されて

いる厚生年金保険の記録では、43 年１月１日からの加入となっており、

納得がいかないので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の同僚医師等の供述から、期間の特定はできないものの、申立人

が、昭和 43 年１月１日以前からＣ病院に勤務していたことが推認できる

が、同病院及び独立行政法人Ｅが保管する人事記録等には、申立人は、

同年１月１日付けでＢ局勤務及びＣ病院Ｆ科医員を命ぜられ、45 年５月

31 日付けで退職していることが記録されており、この人事記録で確認で

きる申立人の勤務期間は、社会保険庁に移管されているＧ共済組合の厚

生年金保険被保険者記録における加入期間と一致しているため、申立人

が申立期間当時にＧ共済組合の被保険者（現在は、厚生年金保険制度に

統合され、厚生年金保険の被保険者。）であった事実は確認できない。 

   また、申立人が記憶する同僚に対し、当時のＣ病院における勤務実態

等について照会したところ、「当時、新たに採用される医師には、見習勤

務の期間があり、正式採用されるまでの間は共済組合に加入できなかっ

た。」との回答もあることから、当時、Ｃ病院においては、勤務している



                      

  

医師の全てについて共済組合に加入させる取扱いではなかったことがう

かがえる。 

   さらに、Ｄ株式会社に照会したところ、申立期間当時、Ａ鉄道では職

員発令前の臨時雇用員等については、Ｇ共済組合への加入手続を行って

おらず、勤務箇所又はＨ局の単位で厚生年金保険被保険者として届出し

ていたとしていることから、社会保険事務所が保管するＢ局の健康保険

厚生年金保険被保険者名簿を確認したが、申立期間に申立人に該当する

記録は無く、健康保険の番号も連続していることから、申立人の記録が

欠落したものとは考え難い。 

   加えて、申立人は、申立期間に厚生年金保険料が控除されていたこと

に関する具体的な記憶を有していない上、給与明細書等の申立期間に係

る厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる資料を所持してい

ない。 

   また、申立人の申立期間に係る雇用保険の加入記録についても確認で

きない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 540 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年 10 月１日から 58 年４月 30 日まで 

    昭和 55 年 10 月から 58 年４月までの期間、Ａ株式会社に勤務していた

が、社会保険事務所に照会したところ、厚生年金保険の加入記録が無いと

いう回答をもらった。保険料控除を確認できる給与明細書は無いが、申立

期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び複数の同僚の供述により、申立人は、申立期間の

うち少なくとも一部の期間において、Ａ株式会社に勤務していたことは

認められるが、同社に照会したところ、申立期間当時の関連資料は保管

されていないため、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていた事実を確認することはできない。 

また、Ａ株式会社の申立期間当時の社会保険事務担当者は、同社の寮

に入っていた従業員については、短期間で退職することが多かったこと

から、入社してすぐには厚生年金保険の加入手続を行わない場合があっ

た旨供述しており、当時の同僚も、寮に入っていた従業員は厚生年金保

険に加入していなかった者が多かった旨供述している。 

さらに、同僚の一人が昭和 58 年の年賀状送付のため、上記社会保険事

務担当者に 57 年 11 月ごろに作成を依頼したとするＡ株式会社従業員の

住所録は、申立期間当時に作成されたものと推認できるが、この住所録

に記載されている 37 人のうち７人については、厚生年金保険の被保険者

記録が確認できないことから、当時、同社においては、すべての従業員



                      

  

について、厚生年金保険の加入手続を行う取扱いではなかったことがう

かがえる。 

加えて、申立人は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、申立期

間当時、市町村が発行した医療保険の被保険者証を所持していたと供述

していることから、国民健康保険に加入していた可能性がある。 

また、社会保険庁の記録及び社会保険事務所が保管する厚生年金保険

被保険者名簿において、申立期間に申立人の記録は無く、健康保険の整

理番号の欠番も見られないことから申立人の記録が欠落したものとは考

え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

京都厚生年金 事案 541 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年３月１日から 45 年３月 31 日まで  

社会保険事務所から、脱退手当金を銀行振込で支給されていると言

われたが、Ａ株式会社を退職した当時は、預金通帳は１冊も持ってい

なかった。 

また、Ａ株式会社の社内規則では、重要書類には本人の署名、捺印

が励行されていたが、退職時に、脱退届を書いた記憶は無いので調べ

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 社会保険事務所には、脱退手当金の支給を裏付ける申立人の脱退手当

金裁定請求書が保管されており、同請求書の「振込希望金融機関店舗名」

欄に「Ｂ銀行Ｃ支店」の記載があり、「45.6.16 小切手交付済」の押印が

あることから、国庫金送金通知書により、Ｂ銀行Ｃ支店（現在は、Ｄ銀

行Ｃ支店）の窓口で脱退手当金が支給されたものと考えられる。 

 また、申立人が勤務していた事業所の被保険者名簿に記載されている

女性のうち、申立人の厚生年金保険資格喪失日である昭和 45 年３月の前

後に資格喪失した者で脱退手当金の受給資格が有る 14人の脱退手当金の

支給記録を確認したところ、支給記録が確認できる７人全員が資格喪失

日の約１か月から３か月後に支給決定されており、支給記録が確認でき

る３人のうち２人が「事業所が代理請求を行っていた。」と供述している

上、脱退手当金裁定請求書の「事業所の名称、所在地」の欄に、事業所

のゴム印が押されていることを踏まえると、事業主による代理請求がな



                      

  

されたものと推認されることから、申立人についても同様に代理請求が

なされた可能性がうかがえる。 

 さらに、申立人の被保険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」

表示が有るとともに、申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約３

か月後の昭和 45 年６月 16 日に支給決定されているなど、一連の事務処

理に不自然さはうかがえない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできな

い。 



                      

  

京都厚生年金 事案 542  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年７月１日から 39 年５月１日まで 

               （株式会社Ａ） 

             ② 昭和 39 年５月５日から 40 年３月 21 日まで 

               （株式会社ＢのＣ工場） 

             ③ 昭和 40 年３月 21 日から同年４月 16 日まで 

               （Ｄ株式会社） 

             ④ 昭和 40 年６月 16 日から 41年９月１日まで 

               （株式会社ＥのＦ課） 

             ⑤ 昭和 41 年 10 月１日から 45年７月１日まで 

               （Ｇ株式会社Ｈ支社） 

    社会保険事務所で、脱退手当金を受給していると言われたが、当時

は社会保険事務所へ行った記憶も受給した記憶も無いので調査してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ｇ株式会社Ｈ支社の被保険者名簿によると、申立人の被保険者台帳記

号番号は、「Ｉ」から「Ｊ」に変更されており、備考欄には「重複取消 昭

和 46 年８月」との記載が有ることから、このころ記号番号の重複取消の

処理が行われたと考えられ、すべての申立期間の脱退手当金は昭和 46 年

８月 13 日に支給決定されていることを踏まえると、脱退手当金の請求に

併せて記号番号の重複取消が行われたと考えるのが自然である。 

 また、５回の厚生年金保険被保険者期間のうち、申立期間①は別番号



                      

  

で管理されていたが、すべての申立期間の脱退手当金が請求された昭和

46 年当時、社会保険事務所では、請求者からの申出が無い場合、別番号

で管理されている被保険者期間については把握することが困難であった

ものと考えられることから、申立人が関与せずに脱退手当金が請求され

たものとは考え難い。 

 さらに、申立人は、脱退手当金支給済期間である申立期間④の一部及

び申立期間⑤を含めて、昭和 41 年８月から 48 年３月までの期間につい

て、国民年金保険料を第２回の特例納付で納付していることから、その

時点で当該支給済期間を厚生年金保険被保険者期間として認識していた

ものとは考え難い。 

 加えて、申立人の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、

一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給して

いないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできな

い。 

 


